
Ⅱ大阪市財政の現状と課題

②行政コスト計算書

（*）左グラフは夜間人口1人あたりの、右グラフは昼間人口1人あたりの行政コスト

（*2)堺市は行政コスト計算書を公表していないため、浜松市は「総務省方式改訂モデル」により作成しているため、それぞれ指定都市平均から除いている

（*）堺市は行政コスト計算書を公表していないため、浜
松市は「総務省方式改訂モデル」により作成しているた
め、それぞれ指定都市平均から除いている。

　行政コスト計算書は、資産形成などを除いた1 年間の経常的な行政活動に伴うコスト
を表した財務書類です。

　本市の行政コストは３年連続で減となっており、市税収入に対する割合も改善していま
す。

   しかし、本市における夜間人口1人あたりの年間行政コストは、政令指定都市のなか
で一番高く、性質別に他の政令指定都市と比較すると、人件費などすべてにおいて高コ
スト体質にあります。

　この理由としては、直接的に行政サービスを行う職員や教職員等が多いことなどによ
り人件費が高いことや、生活保護費をはじめとする扶助費が多いこと、また、早くから都
市基盤整備に努めてきたことにより減価償却費が高いこともコストを押し上げる要因と
なっています。

行政コストの市税収入に対する割合
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市民1人あたり行政コスト
(普通会計・平成18年度末)
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人にかかるコスト(人件費、退職給与引当金繰入) 移転支出的なコスト(扶助費、補助費等など)

物にかかるコスト(物件費、減価償却費など) その他のコスト(公債費(利子分)、不納欠損額)
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